
平成２６年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(414,500) (414,500) (321,237)

0 0 0

＜414,500＞ ＜414,500＞ ＜321,237＞

(469,300) (469,300) (363,707)

0 0 0

＜469,300＞ ＜469,300＞ ＜363,707＞

(284,500) (284,500) (220,487)

0 0 0

＜284,500＞ ＜284,500＞ ＜220,487＞

(341,787) (341,787) (256,340)

0 0 0

＜341,787＞ ＜341,787＞ ＜256,340＞

(349,400) (349,400) (270,785)

0 0 0

＜349,400＞ ＜349,400＞ ＜270,785＞

(0) (0) (0)

121,403 121,403 91,052

＜121,403＞ ＜121,403＞ ＜91,052＞

(45,000) (45,000) (33,750)

412,876 412,876 309,657

＜457,876＞ ＜457,876＞ ＜343,407＞

(0) (0) (0)

498,254 498,254 373,690

＜498,254＞ ＜498,254＞ ＜373,690＞

(358,000) (358,000) (268,500)

0 0 0

＜358,000＞ ＜358,000＞ ＜268,500＞

(76,000) (76,000) (58,900)

0 0 0

＜76,000＞ ＜76,000＞ ＜58,900＞

(179,393) (179,393) (134,544)

0 0 0

＜179,393＞ ＜179,393＞ ＜134,544＞

(0) (0) (0)

6,422 6,422 4,816

＜6,422＞ ＜6,422＞ ＜4,816＞

 県  市  間接239   C

245   C  -   5  - 1    漁業集落防災機能強化事業  小室地区  市  市  直接 1/2

 -   4  - 3  

 

 市  直接 1/2 
 漁港施設機能強化事業
（漁港施設整備事業）（直接補助分）

 市内漁港
（本土）

 市

 直接 5/9 
 漁港施設機能強化事業
（漁港施設整備事業）（直接補助分）

 市内漁港
離島(2)

 市  市

1/2 
 被災地域農業復興総合支援事業（大川地区農業
用機械等整備事業）

 大川地区

2 

1  132   C  - 6  -

 C  - 3  -

133   C  -   6  -

 水産物地方卸売市場牡鹿売場・牡鹿製氷冷蔵
庫・搬送砕氷塔施設整備事業

 鮎川漁港  市  市  直接 1/2

1/2

120   C  - 7  - 3   

  釜幹線用水路改修事業
 貞山地区、大
街道地区、釜

地区
 市  市  直接45  

41   C  - 1 

  林道利活用事業  河北地区  市

 県  県  直接39   C

1  

 

 県  直接

44   C  - 1  - 2 

5   
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
三輪田地区

 県

40   C  - 1  - 4   
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
真野大谷地地

区
 県  県

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

5/9

 市

 - 1  - 3  

 

 県  直接 5/9 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
大川地区

 県

 直接 5/9 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
北上地区

 県  県

5/9 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（農地整備
事業）

 （石巻市）
飯野川地区

38   C  - 1  - 2 

1  37   C  - 1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

石巻市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２６年６月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0) (0)

11,627 11,627 8,720

＜11,627＞ ＜11,627＞ ＜8,720＞

(0) (0) (0)

9,031 9,031 6,773

＜9,031＞ ＜9,031＞ ＜6,773＞

(0) (0) (0)

4,768 4,768 3,576

＜4,768＞ ＜4,768＞ ＜3,576＞

(55,171) (55,171) (44,136)

108,395 108,395 86,716

＜163,566＞ ＜163,566＞ ＜130,852＞

(464,259) (464,259) (348,194)

0 0 0

＜464,259＞ ＜464,259＞ ＜348,194＞

(359,000) (359,000) (278,225)

0 0 0

＜359,000＞ ＜359,000＞ ＜278,225＞

(0) (0) (0)

25,061 25,061 18,795

＜25,061＞ ＜25,061＞ ＜18,795＞

(0) (0) (0)

19,656 19,656 14,742

＜19,656＞ ＜19,656＞ ＜14,742＞

(0) (0) (0)

10,120 10,120 7,590

＜10,120＞ ＜10,120＞ ＜7,590＞

(0) (0) (0)

18,816 18,816 14,112

＜18,816＞ ＜18,816＞ ＜14,112＞

(0) (0) (0)

16,565 16,565 12,423

＜16,565＞ ＜16,565＞ ＜12,423＞

(0) (0) (0)

26,417 26,417 19,812

＜26,417＞ ＜26,417＞ ＜19,812＞

(0) (0) (0)

21,152 21,152 15,864

＜21,152＞ ＜21,152＞ ＜15,864＞

 市  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第５地区  市11  284   C  -   5  -

 C  -   5  -

 漁業集落防災機能強化事業  雄勝第６地区  市  市  直接 1/2

1/2

283   C  -   5  - 10   

  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第４地区  市  市  直接282  

280   C  -   5

  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第３地区  市

 市  市  直接278   C

9  

 

 市  直接

281   C  -   5  - 8 

7    漁業集落防災機能強化事業  雄勝第２地区  市

279   C  -   5  - 6    漁業集落防災機能強化事業  白浜地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

 -   5  - 5  

 

 県  直接 1/2  水産技術総合センター公開実験棟復旧整備事業  魚町地区  県

 直接 5/9 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興基盤総合整備事業）

 牡鹿地区  県  県

1/2  漁業集落防災機能強化事業  北上第１地区

7 

1  262   C  -   8  -

 C  -   5  -

276   C  -   1  -

 漁業集落復興効果促進事業  石巻市  市  市  直接 4/5

1/2

261  ☆  F  -   1  - 1  -   1

  漁業集落防災機能強化事業  前網地区  市  市  直接248  

246   C  -   5

  漁業集落防災機能強化事業  船越地区  市

4  

 

 市  直接

247   C  -   5  - 3 

2    漁業集落防災機能強化事業  名振地区  市 -

 直接 1/2

1/2

 市



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0) (0)

5,574 5,574 4,180

＜5,574＞ ＜5,574＞ ＜4,180＞

(0) (0) (0)

9,834 9,834 7,375

＜9,834＞ ＜9,834＞ ＜7,375＞

(0) (0) (0)

53,674 53,674 40,255

＜53,674＞ ＜53,674＞ ＜40,255＞

(5,213) (5,213) (3,909)

7,284 7,284 5,463

＜12,497＞ ＜12,497＞ ＜9,372＞

(6,932) (6,932) (5,199)

14,287 14,287 10,715

＜21,219＞ ＜21,219＞ ＜15,914＞

(4,304) (4,304) (3,228)

4,673 4,673 3,504

＜8,977＞ ＜8,977＞ ＜6,732＞

(4,878) (4,878) (3,658)

13,462 13,462 10,096

＜18,340＞ ＜18,340＞ ＜13,755＞

(30,974) (30,974) (23,230)

35,370 35,370 26,527

＜66,344＞ ＜66,344＞ ＜49,758＞

(23,685) (23,685) (17,763)

71,493 71,493 53,619

＜95,178＞ ＜95,178＞ ＜71,383＞

(55,712) (55,712) (41,784)

84,058 84,058 63,043

＜139,770＞ ＜139,770＞ ＜104,827＞

(14,951) (14,951) (11,213)

18,570 18,570 13,927

＜33,521＞ ＜33,521＞ ＜25,140＞

(122,763) (122,763) (92,072)

38,204 38,204 28,653

＜160,967＞ ＜160,967＞ ＜120,725＞

(6,447) (6,447) (4,835)

15,860 15,860 11,895

＜22,307＞ ＜22,307＞ ＜16,730＞

313   C  -   5

  漁業集落防災機能強化事業  本庁第６地区  市

 市  市  直接311   C

 

 市  直接

314   C  -   5  - 24 

23    漁業集落防災機能強化事業  本庁第４地区  市

312   C  -   5  - 22    漁業集落防災機能強化事業  本庁第３地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

 -   5  - 21  

 

 市  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第２地区  市

 直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第３地区  市  市

1/2  漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第４地区

20 

19  309   C  -   5  -

 C  -   5  -

310   C  -   5  -

 漁業集落防災機能強化事業  牡鹿第１地区  市  市  直接 1/2

1/2

308   C  -   5  - 18   

  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第５地区  市  市  直接307  

305   C  -   5

  漁業集落防災機能強化事業  雄勝第１地区  市

 市  市  直接286   C

17  

 

 市  直接

306   C  -   5  - 16 

15    漁業集落防災機能強化事業  北上第２地区  市

287   C  -   5  - 14    漁業集落防災機能強化事業  本庁第５地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/2

1/2

 市

 -   5  - 13  

  直接 1/2  漁業集落防災機能強化事業  本庁第１地区  市  市

1/2  漁業集落防災機能強化事業  本庁第２地区

12 285   C  -   5  -



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(78,000) (78,000) (58,500)

0 0 0

＜78,000＞ ＜78,000＞ ＜58,500＞

(32,000) (32,000) (25,600)

0 0 0

＜32,000＞ ＜32,000＞ ＜25,600＞

(0) (0) (0)

403,000 403,000 302,250

＜403,000＞ ＜403,000＞ ＜302,250＞

(0) (0) (0)

70,000 70,000 52,500

＜70,000＞ ＜70,000＞ ＜52,500＞

(3,782,169) (3,782,169) (2,889,796) (0) (0)

2,155,906 2,155,906 1,622,340 0 0

＜5,938,075＞ ＜5,938,075＞ ＜4,512,139＞ ＜0＞ ＜0＞

担当者氏名

メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

1/2

316  ◆

市町村名 電話番号

  （仮称）石巻市水産総合振興センター整備事業 C  -   7  -  魚町地区  市  市  直接315  

 -   1  -   8   

合計額

都道県名 担当部局名

 C  -   7  -   5  -   1
 （仮称）石巻市水産総合振興センター整備事業
（効果促進事業）

 魚町地区  市  市  直接 4/5

339   C

  5  

 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（本土漁港環境整備事業）

 本土  県  県  直接 1/2

340   C  -   1  -   9   
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（離島漁港環境整備事業）

 離島  県  県  直接 1/2


